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環境税について

環境省・経済産業省



２．横断的施策

（６）ポリシーミックスの活用

効果的かつ効率的に温室効果ガスの排出削減を進めるとともに、我が国全体の費用負担を公平性に配慮し
つつ極力軽減し、環境保全と経済発展といった複数の政策目的を同時に達成するため、自主的手法、規制的
手法、経済的手法、情報的手法などあらゆる政策手法を総動員し、それらの特徴を活かしつつ、有機的に組
み合わせるというポリシーミックスの考え方を活用する。その最適なあり方については、本計画の対策・施
策の進捗状況を見ながら、総合的に検討を行う。

（６－１）経済的手法

経済的手法は、市場メカニズムを前提とし、経済的インセンティブの付与を介して各主体の経済合理性に
沿った排出抑制等の行動を誘導するものであり、地球温暖化対策の経済的支援策としての有効性も期待され
ている。その活用に際しては、ポリシーミックスの考え方に沿って、効果の最大化を図りつつ、国民負担や
行財政コストを極力小さくすることが重要であり、財政的支援に当たっては、費用対効果に配慮しつつ、予
算の効率的な活用等に努める。

（６－２）環境税

二酸化炭素の排出量又は化石燃料の消費量に応じて課税するものとして関係審議会等において論議されて
いる環境税は、経済的手法の一つであり、価格インセンティブを通じ幅広い主体に対して対策を促す効果や、
二酸化炭素の排出削減対策、森林吸収源対策などを実施するための財源としての役割等を狙いとするものと
して関係審議会等において様々な観点から検討が行われている。

環境税については、国民に広く負担を求めることになるため、関係審議会をはじめ各方面における地球温
暖化対策に係る様々な政策的手法の検討に留意しつつ、地球温暖化対策全体の中での具体的な位置付け、そ
の効果、国民経済や産業の国際競争力に与える影響、諸外国における取組の現状などを踏まえて、国民、事
業者などの理解と協力を得るように努めながら、真摯に総合的な検討を進めていくべき課題である。

京都議定書目標達成計画における環境税の位置付け



○平成19年度の税制改正に関する答申（平成18年12月1日）（抄）政府税制調査会

３．国民生活に関連する税制

（５）地球温暖化問題への対応

環境税については、国・地方の温暖化対策全体の中での環境税の具体的な位置付け、

その効果、国民経済や国際競争力に与える影響、諸外国における取組状況、既存エネル

ギー関係諸税との関係等を十分に踏まえ、総合的に検討していく。

○平成19年度税制改正大綱（平成18年12月14日）（抄） 自由民主党・公明党

第三 検討事項

１ わが国は環境先進国として、地球温暖化問題において世界をリードする役割を果たすた

め、京都議定書目標達成計画に沿って、国、地方をあげて多様な政策への取り組みを実施し、

６％削減約束を確実に達成することとしている。環境税については、平成20年から京都議定

書の第一約束期間が始まることを踏まえ、さまざまな政策的手法全体の中での位置づけ、課

税の効果、国民経済や産業の国際競争力に与える影響、既存の税制との関係等に考慮を払い

ながら納税者の理解と協力を得つつ、総合的に検討する。


